
施する必要がある。  

血液透析施設における  

C型肝炎ウイルス（HCV）感染予防マニュアルの作成   

［わかっていたこと】  
わが国の透析施設では、現在でも平均すると年率約2％の頻度で、H（）Vの新たな感染が起こっていること  

が知られています。  

透析施設における川：V感染防止のための介入とその効果  

［今回の成果］  

透析現場における写真を中心とした義血的処モ時の注意点、手袋の着脱時の注意点などをもととした感  

染予防のためのマニュアルを作成し、9つの遠析施設（患者数延べ2．7叫人）において、スタッフの教育  

訓練に用いたところ、HCVの新たな感染の優生は見られなくなりました。   

［今回の成果の意義］  
写真を主体とした感染予防マニュアルを広く普及することにより透析施思における【CV感染の予防に寄与  

できることがわかりました．  

図22（肝炎等充服緊急対策研究事業）の例  

（1り免疫アレルギー疾患予防」治療研究事業   

花粉症、食物アレルギー、気管支鳴息、アトピー性皮膚炎等のアレルギー疾  

患やリウマチ・膠原病等の免疫疾患を有する患者は、国民の30％以上に上り、  

ますます増加傾向にあるといわれている。また、一般的に免疫アレルギー疾患  

の病態は十分に解明されたとは言えず、根治的な治療法が確立されていないた  

め、長期的に生活の質（00L）の低下を招き、一部のアレルギー疾患について  

は不適切な治療法等の結果により致死的な予後をもたらす等、疾患毎に様々な  

問題を抱えている。そこでこれらの病気にかかりやすい体質と生活環境等の関  

係を明らかにすることで、疾病の予防、診断、治療法に関する新規技術を開発  

するとともに、免疫アレルギーの診断・治療等臨床に係る科学的根拠の収集・  

分析する。  
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「食物アレルギーの診療の手引き2005」の作成  

【わかっていたこと】鯖アレルギーは小児から成人車で艶められていましたが、対応が臣節によりまち手ち   
で慮書さんもどうのようにしたらよいか困るケースもありましb   

【今回の成稟】小児科・皮膚科一内科・耳■科の匿詳が肘臨を暮ね、厚生労飴科学研究の研究成果を且褒   
にまとめ．食物アレルギーの■型分郷を行い、網登別のアルゴリズムを示したー食物アレルギーの鯵療の   
手引2005」を公節しました。   
【今回の成果の暮さ】食物アレルギーの診断の基本となる食物負荷柏のネットワークを全国的にも立ち   
上げ負荷棚に基づいた食物アレルギーの鯵療の基本を一般のE挿を対■に提示し■鯵連携を椎逢し食   
檜アレルギーの患書さんの生活の買の改善に役立てることがで音ます。  
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図23（免疫アレルギー疾患予防・治療研究事業）の例  

（12）こころの健康科学研究事業   

従来から精神保健福祉の重要な課題である統合失調症に加え、近年、高い水  

準で推移し、平成15年には過去最高となった自殺問題や、患者数の多いうつ  

病、睡眠障害等のこころの健康に関わる問題、社会的関心と需要の大きい犯罪  

被害者や災害被災者に対するこころのケアの問題、ひきこもり等の思春期精神  

保健の問題、自閉症やアスペルガー症候群等の広汎性発達障害等、精神保健福  

祉行政においては新たな課題が山積している。   

特に行政的に大きな課題である自殺問題については平成17年度より「自殺  

対策のための戦略研究」（図24）が開始され、介入のための研究プロトコー  

ルがとりまとめられた。また思春期保健関連、さらには、司法精神医学に係る  

研究など、行政施策に直接的に反映された研究も多く、本研究事業は大きな成  

果をあげているといえる。   

神経・筋疾患分野においては、脳の役割という観点から、神経・筋疾患に関  
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して病態解明から予防法や治療法の開発まで、多くの成果があげられ、成果の  

還元、活用も着実に進んでいる。また、論文、特許等についても多くの成果が  

上がっており研究費が有効的に活用されているといえる。   

今後とも、こころの問題、神経・筋疾患の多くの課題に対し、疫学的調査に  

よるデータの蓄積と解析を行い、心理1社会学的方法、分子生物学的手法、画  

像診断技術等を活用し、病因・病態の解明、効果的な予防、診断、治療法等の  

研究・開発を推進していくことが重要である。   

今後、国民の健康に占める「こころの健康問題」の重要性が更に高まってく  

ることは間違いなく、本事業を強力に推進していく必要がある。  

図24（こころの健康科学研究事業）の例  

（13）難治性疾患克服研究事業   

根本的な治療法が確立しておらず、かつ後遺症を残すおそれが少なくない自  

己免疫疾患や神経疾患等の不可逆的変性を来す難治性疾患に対して、重点的・  

効率的に研究を行うことにより進行の阻止、機能回復・再生を目指した画期的  
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な診断・治療法の開発を行い、患者のQOLの向上を図ることを目的とした研  

究を推進していく必要がある。   

現在までに、特定疾患の診断・治療等臨床に係る科学的根拠を集積・分析し、  

医療に役立てることを目的に積極的に研究を推進している。また、重点研究等  

により見いだされた治療準等を臨床調査研究において実用化につなげる等治  

療法の開発といった点において画期的な成果を得ている。   

引き続き、災害時における難病医療提供等に関する研究、疫学研究、診断基  

準や治療指針の改訂を進めるとともに、各疾患の研究の進捗状況や対策の緊急  

性等を十分考慮した上で、ゲノム、再生、免疫等他の基盤開発研究の成果を活  

用した臨床研究を強力に推進していく必要がある。  

【雛治性疾患l  

席旧不明、治療法禾確立であり、かつ．後遺疲を残すおそれが少なくない疾病  
または、経過が離にわたり、単l：講象済的な憫趨のみならず介農辱に馨しく人  
手を要するために家族の負握力（重く、また、精神的にも負担が大きいま愈。  

例①プリオン■等の従来にない病因の伝播を示す疾應   
②綿緒性飼楽観化痘（ALS）等の書治性の槻   
③アレル草一性肉芽通性血℡炎や全身性エリテマトーデス（SJE）零の牡治  

性のアレルギま虫・自己免疫ま患  

り－噌姦●ムー一叫－  

図25 難治性疾患克服研究事業の概要  
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＜川．健康安全確保総合研究分野＞   

健康安全確保総合研究分野は、「創薬等ヒューマンサイエンス総合」、「医療  

技術評価総合」、「労働安全衛生総合」、「食品医薬品等リスク分析」、「健康科学  

総合」の各事業から構成されている。  

表6「健康安全確保総合研究分野」の概要  

（14）創薬等ヒューマンサイエンス総合研究事業   

官民共同研究による画期的・独創的な医薬品の研究開発等においては．．原著  

論文の発表及び特許取得・出願等、大きな成果があがっている。また、エイズ  

医薬品等の研究開発については、行政的に重要性の高い研究事業であり．．新た  

なエイズ治療薬のシーズ開発、エイズ治療薬にかかる臨床研究等は今後．ともよ  

り精力的に取り組むべき課題であり、高く評価できる。  
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「病態時の侵害情報伝達に関与するプリン受容体の機能解明」  

研究自納   

本研究の目的は、病態時にプリン受容  

体を介して引き起こされる巣鴨痛覚の  

発症・維持メカニズムを、侵害情報の  

発生部位である末梢拍ヰから上位中枢  

までの各段階で解明し、難治性痺痛に  

有効な鎮痛薬創製のための基盤データ  

を得ることである。  

研究概要  

モルヒネも効かない難治性痔痛に世界中の患者が苦しんでいる  

が、そのメカニズムが不明のために有効な医薬品がない。本研  

究により、難治性痙痛の発症にプリン受容体が深く関与してい  

ることが明らかとなり、有効な鎮痛薬の開発に糸口が見つかり  

つつある。  

研究成果   

既に「脊髄内ミクログリアに高度に発現する人TP受容体P2X4刺  

激が神経屈性痔痛の発症と維持に深く関与する」という新しい  

メカニズムを明らかにした（H8tUre424．778－783，2003）。こ  

れにつながる知見として、同ミクログリアでのP381肌Pキナーゼ  

活性化が神経因性痔痛の発現に王手であることを明らかにした。  

さらに、P2ズ4刺激によりミクログリアから神経栄養因子が放出  

され痛み伝達を異常に高めることを明らかにした（Hature印刷  

中）。脊髄では痛覚什報伝達を、土初の短期Wはシナプス前性  

ATP受容体P2Xを介して増強して、その後、シナプス前性アデノ  

シン人1受容体を介して比較的長期間に減弱すること、さらに上  

位脳では、作動関連領野である扁桃体中心棲におけるシナプス  

伝達に劇的な変化が生じ、アデノシンおよぴATPが、異痛症に  

よるシナプス応答を抑制することを明らかにした。  

活性型ミクログリア  

図26（創薬等ヒューマンサイエンス総合研究事業）の例  

（■15）医療技術評価総合研究事業   

良質な医療を合理的・効率的に提供する観点から、既存医療システム等の評  

価研究、医療安全体制確保に関する研究、根拠に基づく医療に関する研究を実  

施した。医療事故、院内感染等の報道が増加していることに伴い、特に医療に  

対する信頼確保に係る研究テーマが採択されている。   

研究の成果は、今後の制度設計に資する基礎資料の収集・分析（医療安全、  

救急・災害医療、EBM）、良質な医療提供を推進する具体的なマニュアルや  

基準の作成（EBM、医療安全、医療情報技術、看護技術）などを通じて、着  

実に医療政策に反映されている。   

今後は、平成18年度の医療法、医師法等の改正を踏まえ、患者の視点に立  

った安心で安全な医療提供のあり方が実現されるよう、また、今後の検討課題  

である医療の質の更なる向上や医療提供施設のあり方等を中心として研究課  

題を優先的に採択する方針であり、体系的に位置付けられた研究を推進する。  
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・標準的電子カルテの開発に関する研究事業については、平成17年5月に公表   

された標準的電子カルテ推進委員会最終報告書の内容を受け、診療情報や画像   

データ等の保健医療福祉情報の情報交換の実証実験等を行った。   

その成果は、本年度より事業化する標準的電子カルテシステム作成の基盤とな   

っている。  

・医療情報ネットワークの構築に関する研究事業については、既存の病院システ   

ムに組み込んで運用する保険証認証システムの実証実験等を行い、全国的規模   

で実現できる実装システムのモデルとして検討可能な研究成果がまとめられ   

た。   

■EBMの体系化に関する研究事業については、整形外科領域の5疾患（腰椎椎   

間板ヘルニア、大腿骨頚部骨折等）の診療ガイドラインを完成させ、うち2疾   

患についてインターネットによる情報提供が行われた。本年度は残り3疾患を   

インターネットにより広く情報提供する予定である。  

図27（医療技術評価総合研究事業）の例  

（16）労働安全衛生総合研究事業   

労働者の安全と健康の確保は国民的課題の一つであるが、労働災害による被  

災者数は年間54万人にも及び1500人以上が亡くなっているほか、業務上  

疾病による被災者数は7000人を超えており、その中で約6割を占める腰痛  

等の負傷に起因する疾病は繰り返し発生している状況にある。   

また、仕事や職場生活に関する強い不安、悩み、ストレスを感じる労働者の  

割合は6割を超え、過重労働による健康障害に関する労災認定件数は年間30  

0件程度にも上るなど、その重要性は高まっている。   

本研究事業は、労働者の安全と健康の確保を図る上で必要な基礎資料の収  

集・分析をはじめ、具体的な安全・健康確保手法の開発を行うことにより、行  
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政施策に必要とされる重要な成果をあげており、一層の推進が必要である。  

職場における腰痛防止の為の作業姿勢負担評価チェックリストの開発  

洋雑誌28t旨、和腑4雑まから陣痛報  
文蠣調査による過去の腰■手洗の警埋（■矩の事実と方法■の収集）  症要因・評価手法などについて．120   

」＝＝」  

論文を抽出し、精査・分類を行った  

自助圭組立・自動真部品製連・特殊鋼  
製連などの4事業所における何重（作   

抽 養分析・作業姿勢分析・悸橋に関する  
附き取り礪査）を行った＿   

醐，  

靂■の穐度 
◆  

腰痛篭症璽出探索にt適化された樺   

輔車症度評価手法を開篭  
質問一統¶重用の作業姿勢記述・分類  
手法を開発   

榛鯵デーヰ  ′くイオメカニ加レモデル   作暮分析lこよる  膳痛発症要因をモデ／りヒ  

アンケー・トt用暮   l‾よ ♯負I雷t   暮内の■■     作業姿勢観察支援ツールを開発  
作業姿勢および繰り返Lを中心とした  

［亘；夏蚕司  
樺痛篭症要因調査用質問紙を開裾し、  
合計9企業において実施  

1一分捏事象書（度稟■）の企暮を対tとした作事業勢および作暮分析  
2．分担書究書（産業匹）の企■を対暮としたリスクフ▼クタ一粒出のための■間♯鯛暮  
3．産業■ネットワークを利用してチェックリストの＃行  

◆  
2回のl■王で有効サンプル数4963を縛  

■■のtよ立l（■tストレス．t性劇■雷）の■儀を雷める  て、腰痛発症要因と＃傭重症度との関  

」＝コ＿  
運性を整理  

作業姿勢一姿勢保持一繰り返し性の傑  

効果・職執こおける腰痛防止に向けたより定t的な作業管理が可能となり、より具体的な腰痛防止対策か立零可能となる、  

図28（労働安全衛生総合研究事業）の例  

（1「7）食品医薬品等リスク分析研究事業   

食品医薬品等リスク分析研究事業は、「食品の安心t安全性確保推進研究領   

域」、「医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究領域」、および   

「化学物質リスク研究領域」から構成されている。なお、それぞれの研究領域   

の内容は次の通りである。  

（17・－1）食品の安心・安全確保堆進研究事業  

食品の安心・安全に関する様々な問題（例：BSE、いわゆる健康食品等）に   

ついては、国民の関心が極めて高く、政府においても「経済財政運営と構造改   

革に関する基本方針（骨太2005）」や「第3期科学技術基本計画分野別推進戦   

略（戦略重点研究分野に指定）」として高い優先順位付けがなされているとこ   

ろである。  
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本研究事業は、その研究成果が食品安全行政に適切に反映されており、食品  

の安心・安全を確保するために科学的根拠に基づくリスク管理を進める上で、  

重要かつ有益である。BSE、輸入食品、添加物、残留農薬、いわゆる健康食  

品など食品の安全性に関する国民の関心は高く、 

開発をより一層強化する必要がある。  

0書棚や葬定型例の発見、従来¢稟性がないとされていた牛の乗欄朋嘲   
からの■鷺プリオンタン′くク検出欝世界的にも新たな発見   

＜握手衝譜中の竃手鞠賞の脚■に闊する研究＞  
○アガリクス鷺を含有する捧定の健離食品中から、有害物貨と考えられてい  
るアガリテンを娩出。  

＜食中書世の薬剤他に関する痩事的・遺伝学的研究＞  
○食中毒薗として重要なサJレモネラ及びカンビロバクターの多綱耐性他の集  

懲を明らかにしたれ  

葦凝覆轍詳笹の閻魔研究  
三‡＝一研究成果例－   

＜8＄Eに闘する研究＞   
… ○日本発の鮎E迅速検査キット乎R巳JSABSE粘t耳士レビオ株式会  
滝＋租）－－1コ石用  

＜バイオテクノロジー応用貴慮の安全性確保に現する研究＞   
0遺伝子繊換え食品（BuO、致正号）の定性捜査法による公走法の開発   

＜ウシ由来嬢管出血農大鯖笛01訂の食品汚染■聞こ関するす究＞   

図29（食品の安心・安全確保推進研究事業）の概要  

（17－2）医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス稔合研究事業  

本研究事業は、医薬品・医療機器等の安全性、有効性及び品質の評価、及び  

乱用薬物への対策等に必要な規制（レギュレーション）について、科学的合理  

性と社会的正当性を根拠として整備するための研究を実施することにより、医  

薬行政全般の推進を図るもめであり、保健衛生の向上及び国民生活の質の向上   

に資するものとして重要である。  

本研究事業の成果は、医薬品■医療機器等の承認審査、治験の推進、市販後  
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安全対策などに寄与し、また、評価手法の整備等により新たな医薬品・医療機   

器の開発・承認に通ずる指標としての効果をもたらしており、今後は、基礎研   

究成果の実用化に向けて、再生医療や次世代医療機器等に係る評価指標・ガイ   

ドラインの整備やファーマコゲノミクス等の新たな知見に基づく評価手法確   

立のための研究を強化する必要がある。  

患者向医薬品ガイドの検討  

【わかっていたこd医療用医薬品の患者向け文暮臥臨床細の榊師や  
鯉企業がそれぞれのま周と努力で作成したものはあり善した。  

【今画の成果】患者のニーズや法外瞥のガイドライン尊を臍壬し、統一した   
妃臓一針こよる医療用医薬品の患者向直薬品ガイド倖成を可能にしました。  

【今回の成果の意義】患者向医薬品ガイドの凛鰍、患者等が   
医療用医薬品を正しく耕して暮大な馴作用の早斯先見に着用できるなど、  
安全禅無痛癖上にT♯します。  

一：1）♯戌年月又Ii重鮪年月  

は〉触名  忘毎亙率l  
珊謝て  
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こ5）この鶏舎虔う的に、確認ナべきことは〔箋普Ⅹ家書．】【建刹上の速足言  

値）この集の使い方は  【散会・岡登ユ【佼再上の法会】  
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1：11）この峯についてのお問い合わせ朱は  

図30（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエンス総合研究事業）の例  

（1ト3）化学物質リスク研究事業  

化学物質の安全確保のための行政施策の科学的基盤として、有害性評価手法   

の迅速・高度化等に関する研究を実施している。研究成果は、化学物質の安全   

情報収集プログラム等の施策に生かされたほか、有害性評価における科学技術   

の基盤形成にも寄与している。  

また、21世紀を担う新技術であるナノテクノロジー等により生み出される新   

規物質（ナノマテリアル等）に対する安全確保のための研究に着手しており、  
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